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lK18 知的財産としての「信頼」のマネジメント 
一製薬企業の 知的財産部門 / こタチ する質問票調査に ょ 6 分析 

0 篠崎香織 ( 東京富士人 ) , 永田晃 也 ( 九州大 ) 

1 . はじめに のであ る。 このうち、 ブランドはその 実体的側面であ る 

競争 ィ 樹立の源泉として 無形資産が注目されるようにな ロゴマーク等が 商標権 によって保護される。 しかし、 信 

り 、 企業経営のなかでも 近年ますます 知的財産マネジメ 額 は 、 それが不当に 侵害されることに 対しては法的に 保 

ントへの関心が 高まっている。 知的財産には、 特許、 実 護されるものの、 主体間の関係における 標識も存在しな 

用 新案、 意匠 、 商標、 著作権 、 トレードシークレット、 い無形   桂 ゆえに、 明確な知的財産権 の対象としては 位置 

ノウハウなどが 含まれるが、 企業ないしその 製品に対す づけられていない。 

る 顧客からの信頼を 知的財産の 一 っとして捉える 見方も 以下では、 知的財産の 一 っと目されながらも 上記のよ 

あ る 0 うな特性を持つ 信頼が、 知的財産マネジメントに 関する 

本稿では、 社会資本としての ィ 議員 に 着目し知的財産の 議論の中でどのよ う に扱われてきたか、 また信頼を知的 

概念に関する 再検討を行う。 また、 製薬企業を対象に 実 財産の 一 っと考える企業は、 そのマネジメントにどのよ 

施した調査がら 取得したデータをもとに、 企業の信頼に う に対処しっ っ あ るのかについて 検討する。 

関わる認識と 取り組みを明らかにするとともに、 f 訊頁 の 

マネ 、 ジメントのあ り方についての 考察を行 う 。 2-2  知的財産の概俳に 関する理論的検討 

経営資源となる 知識については、 様々な概俳化が 行わ 

2. 「知的財産」の 概念に関する 再検討 れてきた。 その代表的なものとして、 サリヴァン (20 ㏄ ) 

2-1 知的財産のタイプと 性質 の フレームワークがあ る。 サリヴァンは、 知的資本を「 利 

広義に捉えられた 痴的 財産」の概俳の 中には、 技術、 益に変換することのできる 知識」と定義し、 その構成 要 

経営管理上のノウハウ、 顧客情報、 ブランドなどに 加え 素 間の相互関係を 図 1 のようにまとめている。 これによ 

て、 しばしば顧客からの ィ 議員 が 含められている ( 例えば、 れば、 発明、 データベース、 文書、 デザインなどの 知的 

米山・渡部 2004L 。 これらの中には、 知的財産権 制度に 資産は、 人的資本から 生み出され、 知的資産のうち 法的 

よって明確に 権 利の対象とされるものもあ れば権 利の対 な 権 利の対 象 となるものが 知的財産であ ると捉えられる。 

象 になじまないものもあ るが、 いずれも「財産」として サリヴァンの 図式の要点は、 人的資本としての 経験、 / 

認識され イ 畢るのは、 将来に 亘 って経済的価値を 生み出す ウハウ、 スキルなどの 形を持たない 知識が、 成文化され 

という機能的側面において 共通しているからであ る。 し ることによって 知的資産になるとされていることであ る 

かし、 本報告では、 これらの間にあ る差異の側面がもた ( 永田編著 2004) 。 

らす マネジリアルな 意味について 考察してみたい。 

技術、 経営管理上のノウハウ、 顧客情報などが 知的 射 

産 権 の対象とされるのは、 それらが特定の 個人または 組 

織 によって所有さね 碍 るものだからであ る。 一方、 ブラ 

ンドや 信頼は、 特定の個人や 組織が所有するものではな 

く 、 主体 問 ( 例えば企業とその 顧客の間 ) に存在するも 
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図 「 知的資本とその 主な構成要素 

知的資本 

知的 黄産 詩 プロヴラム 力 法 

  ノウハウ   発明   文ヰ 

  スキ lL   プロセス   図面 

  m 造性     データベース   デザイン   

      
  

リ ヴァンの図式においては、 知的資本という 外枠が、 特 

定の組織による 所有の境界を 表しているため、 このフ ン 

一 ムワークでは 社会資本のポジションを 記述できないの 

であ る。 これまでの知的財産マネ 、 ジメントに関する 理論 

フレームは 、 概してこのような 社会資本の機能を 明示的 

に捉えてこなかったと 言えるであ ろう。 

3. 知的財産としての 信頼に対する 考え方と取り 組み 

3- Ⅰ 分析対象としての 医薬品産業 

出所 : サリヴァン (2000) 

20 世紀末葉から、 経済学、 社会学、 法学、 政策科学な 

ど幅広い学問分野において 取り上げられている 社会資本 

㎏ oCl 杣 capital) という概念があ る。 これは、 多様な活 

動を通じて最も 身近な家族から、 所属している 組織、 国 

家に至るまで 様々な集団ないし 共同体において、 創造、 

蓄積され、 また、 共有される価値を 意味するものであ る。 

主体相互の協力関係が、 社会「資本」と 呼ばれるのは、 

集団ないし共同体における 協力関係が新たな 社会活動の 

始原となり、 ィ耐 直を生み出す 機能を備えているからであ 

る。 宮川 (2004) は、 ソーシャル・キャピタルについて 

は、 多くの論者がさまざまな 定義を与え、 またいろいろ 

な角度からの 見解を述べているとしながら、 「広く、 人々 

がっくる社会的 ネ 、 ッ トワーク、 そしてそのような ネ 、 ッ ト 

ワークで生まれる 共有された規範、 価値、 理解とⅠ 議 頁を 

含むものであ り、 その ネ 、 ッ トワークに属する 人々の間の 

協力を推進し、 共通の目的と 相互の利益を 実現するため 

に 貢献するもの」と 定義している。 

この定義にしたが う ならば、 信頼は社会資本であ ると 

いえる。 サリヴァンが 知的資産の源泉として 位置づけた 

人的資本ばかりでなく、 信頼のような 社会資本も、 企業 

が新し、 価値を生み出すための 源泉としての 機能を備え 

ている。 しかし、 人的資本と社会資本は、 所有の形態が 

本質的に異なっている。 経験、 ノウハウ、 スキルなどを 

体 化した人的資本は、 特定の組織における 人的投資の対 

象として雇用、 育成されるものであ るが、 社会資本は主 

体間の関係の 中で所有されるものであ る。 ところが、 サ 

本報告において 製薬企業を対象とした 調査データ 

を使用するのは、 以下の理由による。 

われわれは、 特許制度の持っ 二面性が社会的なコンフ 

リクトをもたらす 可能性があ る典型的な産業として 医薬 

早産業に注目してきた。 周知のように 特許制度には、 一 

定期間の排他的な 権 利を付与することによって 発明のイ 

ンセンティブを 確保するとともに、 発明の公開を 促すこ 

とによって技術を 普及させるという 二つの目的があ る。 

新薬の開発に 巨額の投資を 要する一方、 安価な製品の 普 

及が大きな厚生をもたらす 医薬品は、 この二つの側面が 

ともに重要な 意義を持っ分野であ る。 しかし、 この二つ 

の側面は、 それぞれ創薬メーカー と ジェネ、 リック製品 メ 

一 カーという異なるタイプの 企業の利害に 深く関わって 

いるため両立し 難い場合があ る。 創薬メーカ一による 戦 

略 的な特許権 の行使は、 当該企業における 利益の専有司 

能性を高める 一方、 ジェネリック 製品メーカ一の 参入を 

阻止する効果を 持っ。 そして、 そのことが著しく 社会的 

な厚生を阻害する 可能性があ る場合には、 当該企業に対 

する社会的な 信頼が損なわれるであ ろう。 この場合、 当 

該 企業の知的財産であ る特許権 の行使が 、 同じく知的財 

産と目される 社会的信頼とのコンフリクトに 陥ることに 

もなる。 特許は戦略的に 行使できても、 それが社会的な 

関係の中で所有されている 知的財産に予期せざる 形で 及 

ぼす影響は、 戦略的にコントロールすることが 容易では 

ない。 この意味で、 知的財産としての 信頼のマネジメン 

トのあ り方を考える 際、 医薬品産業は 有用な知見を 提供 

するものと期待される。 

また、 医薬品は、 その 財 としての性質を 市場取引にお 
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ける情報の ヲ卜 摘ホ性に注目して 捉えると、 「信頼 財 」と呼 

ばれ得る財であ る。 すな む ち、 その技術的な 専門，性が極 

めて高く、 また実際に使用してもエンドニ ーザ一 がその 

良し悪しを容易に 言引両できないため、 取引の成立が 当該 

射 ないし企業に 対する ユーザ、 」 は ¥¥ の信頼に深く 依存する 

財であ る。 一旦、 射ないし企業に 対する信頼が 損なわれ 

れば、 その市場は簡単に 破壊される。 すな ね ち、 知的財 

産としての信頼が、 市場を大きく 左右する製品分野とし 

ても医薬品は 典型的な事例であ ると考えられる。 

3-2  データの概要 

われわれは、 2004 年 11 月から 12 月に製薬企業を 対 

象にした質問票調査を 実施した。 調査対象企業は、 研究 

開発志向型の 製薬企業により 構成されている 日本製薬王 

業 協会 ( 以下、 製薬 協 ) の所属企業 79 社、 ジェネリッ 

ク製品を主力事業とする 製薬企業の団体であ る医薬工業 

協議会 ( 以下、 医薬 協 ) の所属企業 40 社、 ダイヤモン 

ド会社職員録全上場会社販 と 同全店頭登録・ 非上場会社 

版の医薬品産業に 分類されている 企業のうち上記 2 団体 

に所属していない 企業 77 社であ る。 上記 2 団体に両方 

所属している 企業が 3 社あ ったため、 質問票の送付数は 

193 社となっ 缶 

調査の結果、 邸 社から回答を 得たが、 現在医薬品事業 

を行っていないという 理由で 2 社から質問票が 返送され 

てきたので、 非該当企業 2 社を考慮した 調査対象企業数 

は 191 社となる。 これに対する 有効回答率は 24.1% とな 

った 。 

る 情報交換頻度についてのデータであ る。 

まず、 自社製品や自社ブランド @ こ 対する顧客からの 信 

頼の製品に及ぼす 影響については、 回答企業のうち 

95.3% の企業が、 特定製品に対する 顧客からの信頼は 、 

その製品の寿命の 長期化に寄与していると 考えており、 

97.7% の企業が、 自社ブランドに 対する顧客の 信頼が、 

自社製品の寿命の 長期化に寄与していると 認識している 

ことがわかった。 

つぎに、 知的財産に 封 ずる見方と取り 組みについては、 

回答企業のうち、 73.8% の企業が、 自社に対する 顧客か 

らの信頼を知的財産として 捉えており、 製品の信頼性に 

関するマネジメントへの 知的財産部門の 関与の有無にっ 

いては、 回答企業のうち、 31.7% の企業が関与している 

ことが明らかになった。 

さらに、 われわれば、 7% 頁の マネジメントに 知的財産 

部門が関与している 企業と、 関与していない 企業の、 組 

織 的な知的財産マネジメント @ こ封 ずる取り組みの 差異を 

明らかにするため、 以下の分析を 行った。 われわれの 調 

査 では、 知的財産業務の 担当者が他業務の 担当者とどの 

程度の頻度で 対面による情報交換を 行っているかを、 5 

点 尺度のリッカートスケールで 回答してもらっている。 

そこで、 回答企業のうち、 それぞれの 他 部門と 4 二 「 週 

1 ～ 2 回」および 5 二 「ほぼ毎日」情報交換を 行って い 

ると回答したサンプルの 割合を、 製品の信開 頁 ，性に関する 

マネジメントに 知的財産部門が 関与して グル - プ とそう 

でないグル - フ % りに算出した。 結果は表 1 の通りであ る。 

表 1  知財担当者と 他業務担当者の 情報交 捜 頻度 

3-3  製薬企業における 信頼のマネジメントの 実態 

 
 

調査は、 医薬品の製品開発と 知的財産のライフサイク 

 
 

関与あ り 関与なし 

知財部 知財部 全体 

ル ・マネジメントに 対する日本企業の 取り組みの実態の   a. 研究   76.9%   56.5%   59.0% 

29.1% 35.8% 

13.0%@ 13.5% 

0%@ 8.4% 

把握および、 新薬の開発および 普及を促進する 知的財産 b. 開発 58.49 る 

制度について 検討するための 基礎データを 取得する目的 C. 製造 18.2% 

で 実施された。 d. 販売・マーケティン " 27.3% 

ここで取り上げるのは、 企業ないしその 製品に関する 

顧客の信頼を 一種の知的財産と 捉える見方に 関する考え 

方や取り組み、 知的財産業務担当者と 他業務担当者によ 
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4.  ディスカッション 

調査データから、 ほとんどの製薬企業は、 顧客からの 

信頼が製品寿命の 長期化に寄与していると 認識して、 へ る 

ことがわかった。 また、 そうした認識を 背景に、 すでに 

7 割以上の製薬企業が 顧客からの信頼を 知的財産と捉え 

ており、 3 割以上の企業ではそのマネジメントに 知的財 

産部門が関与していることが 明らかになった。 

知的財産業務担当者と 他業務担当者による 情報交換 

，頻度については、 製品の信頼性に 関するマネジメントに 

知的財産部門が 関与している 企業のほうが、 関与してい 

ない企業と比べて、 どの業務担当者ともより 頻繁に対面 

での情報交換を 行っていることがわかった。 特に、 知財 

部門と販売・マーケティンバ 部門間の情報交換頻度にお 

いて明確な違いが 示され ァ乙 この結果は、 前述のように 

信頼 財 として特徴づけられる 医薬品の市場は 取引先の信 

頼によって大きく 左右されるため、 知的財産としての 信 

頼 め マネジメントには、 知的財産部門と 市場に近接して 

いる販売・マーケティンバ 部門との連携が 重要であ るこ 

とを示唆している。 知的財産としての 信頼のマネジメン 

トには、 知的財産部門ばかりでなく 様々な機能部門間の 

連携による組織的な 取り組みが不可欠なのであ る。 

われわれは、 これまで特許等の 知的財産のマネジメン 

トについては、 それをイノベーションに 結びつけ、 また 

イノベーションから 得られる利益の 専有可能，性を 高める 

ために知的財産部門と 他部門の有機的な 連携が不可欠で 

あ ることを明らかにしてきた ( 永田編著 2004) 。 一方、 

今回の医薬品産業を 対象とした分析においては、 知的財 

産としての信頼のマネジメントについても 部門間連携の 

重要性が示された。 ただ、 その理由が、 社会資本として 

の信頼の所有形態の 特質や、 信頼 財 としての医薬品のャ 生 

質 に起因している 点で、 信頼のマネジメントにおける 部 

門間連携の重要性という 要諦は、 特許等のマネジメント 

における要諦とは 異なっている。 

特許等の排他的な 権 利の実施はイノベーションから 

得られる利益の 専有可能性を 高めるが、 その結果、 社会 

的 利益が著しく 損なわれれば、 当該企業に対する 社会的 

な信頼も損なわれ、 信頼 財 であ る自社製品の 市場に悪影 

響を及ぼすリスクを 伴 う ことになる。 その意味で、 一口 

に知的財産に 含まれると言っても 特許等の知的財産権 と 

信頼はコンフリクトに 陥る可能性があ る。 したがって、 

双方のバランスを 図り、 一貫した知的財産マネジメント 

を行 う ためには、 知的財産権 ばかりでなく 信頼のマネジ 

メントにも知的財産部門が 関与する必要があ る。 

今後は、 上記のようなコンフリクトの 可能性を具体的 

な事例に則して 明らかにするとともに、 信頼のマネジメ 

ント に知的財産部門が 関与している 企業の組織的な 特徴 

を、 さらに多角的に 分析することとしたひ。 

[ 注 ] 本研究は、 科学研究費補助金による 基盤研究 C 「 知 

的 財産マネ 、 ジメント と 製品開発戦略の 統合に関する 研 

究」 ( 研究代表者 : 永田晃 也 ) の一環として 実施されたも 

のであ る。 
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